
別紙様式

1事業主体概要

2有料老人ホーム事業の概要

(住まいの概要 )

(特定施設入居者生活介護の指定 )

重要事項説明害

記入年月 日 2022年 7月 1日

記入者名 浅野 寛

所属・職名 ローズライフ事業部長

名称
(ふ りがな)あ るそっくらいふさぽ―とかぶしきがいしゃ

ALSOKラ イフサポー ト株式会社

主たる事務所の所在地
〒 573-1121

大阪府枚方市楠葉花園町 14番 10号

連絡先

電話番号/FAX番 号 072-868-0321//072-868-0324

メールア ドレス

ホームページア ドレス httpプ / www alsoc― Is cO ip

代表者 (職名/氏名 ) 取締役社長 / 稲村 泰伸

設立年月 日 2002年 (平成 14年 )6月 3日

主な実施事業
※別添 1(別 に実施する介護サービスー覧表 )

名称
(ふ りがな)ろ―ずらいふくずは

ローズライフくずは

届出・登録の区分 有料老人ホーム設置時の老人福祉法第 29条第 1項に規定する届出

有料老人ホームの類型 介護付 (一般型特定施設入居者生活介護を提供する場合)

所在地
T  573-1111

大阪府枚方市楠葉朝 日 1丁 目2番 5号

主な利用交通手段 京阪電車 「樟葉」駅からバス 5分 「藤原」バス停留所より約 120m

連絡先

電話番号/FAX番 号 072-867-0321//072-867-0327

メールア ドレス roselifekuzuha@aisoc― Is co 10

ホームページア ドレス httpプ /www rosclife ip

(職名/氏名) 館長 / 浅野 寛

有料老人ホーム事業
開始 日/届 出受理 日

2006年3月 1日 / 2005年 9月 2日  高施1379号

特定施設入居者生活介護
介護保「父事業者番号

2772403289 所管している自治体名 枚方市

特定施設入居者生活介
護指定 日

2006年3月 1日

介護予防
特定施設入居者生活介護
介護保険事業者番号

2772403289 所管している自治体名 枚方市

介護予防
特定施設入居者生活介護
指定 日

2006年4月 1日

1



3建物概要

土 地

権利形態 賃借権 抵当権 な し 契約の自動更新 あ り

賃貸借契約の期間 2006年 3月 1日 2036年 2月 29日

面積 3,670.39  だ

建 物

権利形態 賃借権 抵当権 な し 契約の自動更新 あ り

賃貸借契約の期間 2006年 3月 1日 2036年2月 29日

延床面積 3,866.98 ∬ (う ち有料老人ホーム部分 3,367.1   打:)

竣工 日 2006年 3月 1日 用途区分 有料老人ホーム

耐火構造 耐火建築物 その他の場合

構 造 鉄筋コンクリー ト造 その他の場合

階数 6階    (地 上 6階、地階 0階 )

サ高住に登録 している場合、登録基準への適合性

居室の

状況

総戸数 67 戸 届出又は登録 (指定)を した室数 67室 (67室 )

部屋タイプ トイ レ 洗 面 浴 室 台所 収 納 面積 室数
備考 (部屋タイプ、
相部屋の定員数等)

介護居室個室 ○ ○ × × ○ 16ピ 67

共用施設

共用 トイ レ 8ヶ所
うち男女別の対応が可能な トイ レ Oヶ所

うち車椅子等の対応が可能な トイレ 8ヶ 所

共用浴室 個室 6ヶ所 ヶ所

共用浴室におけ
る介護浴槽

機械浴 lヶ 所 ヶ所 その他

食 堂 6ヶ所 面積   593,5 ポ
入居者や家族が利
用できる調理設備

あ り

機能訓練室 lヶ 所 面積    33.9 ポ

エ レベーター あ り (ス トレッチャー対応 ) lヶ 所

廊 下 中廊下   1,7m 片廊下 m

汚物処理室 6ヶ所

緊急通報装置
居室  あり トイ レ  あ り 浴室   あ り 脱衣室 あ り

通報先 各フロア詰所 通報先から居室までの到着予定時間 1分以内

その他
トランクルーム (1)、 洗濯室 (1)、 健康管理室 (1)、 相談室 (1)、 多目的ホール (1)、

図書ヨーナー (1)、 ファミリールーム (1)、 ヘアサロン(1)、 サロン (1)、 庭園 (1)

消防用
設備等

消火器 あ り 自動火災報知設備 あり 火災通報設備    あり

スプ リンクラー あ り
なしの場合
(改善予定時期)

防火管理者 あ り 防災計画 あ り 避難訓練の年間回数   2回
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4サービスの内容

(全

運営に関する方針 家庭的
居者の

な雰囲気のなかで、いつまでも自分らしく
ご要望や生活のリズムに合わせたサービス

暮らしていただけるよう、ご入
を行います。

サービスの提供内容に関する特色
介護保険 (一般型特定施設生活介護)の基準の2倍以上の手厚い介護・看護職員体制
を整えるとともに、各フロアの明るく大きなリビング・ダイニングを中心に、フロ
アごとのグループで生活していただく介護を行います

サービスの種類 提供形態

入浴、排せつ又は食事の介護 自ら実施

入浴は月～土曜で、一人週 3回程度。
入浴時間 13:00～ 17:00。 直接・間接介助有。
排せつは随時、直接・全面介助。
食事はできる限り自力摂取を促す。

食事の提供 自ら実施
栄養バランスのとれた献立を提供し、各階のリビング・ダイニングまで食事用
カー トで搬送、必要に応 じて入居者とともに配膳、下膳。病気等の理由により、
リビング 'ダイニングで食事ができない場合は居室へ配膳、下膳。

調理、洗濯、掃除等の家事の供与 委託
調理:株式会社 魚国総本社
清掃 :IUCコ ミュニティライフ株式会社

健康管理の支援 (供与) 自ら実施 随時。

生活相談サービス 自ら実施

の場合、常駐する者

容

状況把握サービスの内容 :リ ビング・ダイニングで過ごされて
時見守り。居室で過ごされている時は、ケアプランに基づき、
た上で、訪室
・ 昼間 :1～ 2時間毎に訪室
・ 夜聞 :2時間毎に訪室

緊急時:随時対応

生活相談サービスの内容 :館長以下、ホームの職員はいつでも入居者やご家族の
相談を承ります。医師・弁護士・税理士その他専門家への相談については、ご依
頼があれば適切な専門家を紹介します。ただし、相談費用は自己負担となりま
す。

いる時は、概ね常
入居者の承諾を得

委託
山田誠クリニック

リんどう会向山病院

人
人

法
法

療
療

医
医

健康診断の定期検診

提供方法 年 2回、定期健康診断を行います。

入居者の個別的な選択によるサービス ※別添 2(有料老人ホーム・サービス付き高齢者向け住宅が提供するサービスの
一覧表)

虐待防止

①虐待防止に関する責任者を選定しています。 【館長 :浅野 寛】
②成年後見制度の利用を支援します。
③苦情解決体制を整備しています。相談及び苦情に円滑かつ適切に対応するため
の体制及び手順は以下のとおりとします。
④従業者に対する虐待防止を啓発・普及するための研修を実施しています。
ア 研修等を通じて、職員の人権意識の向上や、知識・技術の向上に努めます。
イ 個別支援計画の作成など、適切な支援の実施に努めます。
ウ 支援にあたっての悩みや苦労について、職員が相談できる体制を整えるほ
か、職員が利用者等の権利擁護に取り組める環境の整備に努めます。
⑤当該事業所又は養護者 (現に養護している家族・親族・同居人等)による虐待
を受けたと思われる入居者を発見した場合は、速やかにこれを市町村に通報しま
す。

身体的拘束

・身体的拘束は原則禁止としており、三原則 (切迫性 。非代替性 。一時性)に照
らし、緊急やむを得ず身体的拘束を行 う場合、入居者の身体状況に応じて、その
方法、期間 (最長で 1月 )を定め、それらを含む入居者の状況、行 う理由を記録
し、経過観察を行います。家族等へ説明を行い、同意をいただきます。 (継続し
て行 う場合は概ね 1月 毎行います。)

2週間に 1回以上、ケース検討会議等を開催し、入居者の状態、身体拘束等の廃
止及び改善取組等について検討します。
1月 に 1回以上、身体的拘束廃止委員会を開催し、施設全体で身体拘束等の廃止
に取り組みます。
・身体拘束等の適正化を図るため、次に掲げる措置を講じます。
①身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会を3月 に 1回以上開催す
るとともに、その結果について介護職員その他の従業者に周知徹底を図る。
②身体的拘束等の適正化のための指針を整備する。
③介護職員その他の従業者に対し、身体的拘束等の適正化のための研修を定期的
に実施する。

非常災害対策

①事業所に災害対策に関する担当者 (防火管理者)を置き、非常災害対策に関す
る取り組みを行います。
非常災害対策に関する担当者 (防火管理者)

職・氏名 :ホームサービスグループ長 金本明宏
②非常災害に関する具体的計画を立て、非常災害時の関係機関への通報及び連携
体制を整備し、それらを定期的に従業員に周知します。
③定期的に避難、救出その他必要な訓練を行います。
避難訓練実施時期 :(毎年 2回  6月・ 11月 )
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(介護サービスの内容)

(介護予防)特定施設サービス計画
の作成

?盆長界墨軍屏毎鴬是紀禁衆奮客至悪弁塾羊告g羅娯し霞撃P目
標に応じて具体的なサービス内容を定

景だ奪蓄ヱ第読簿「笑啓客厩高警を合語許露写察唐七ま手Fて
は`その内容について入居者又はその家

2ふ皆雇泳窪金展託伝霊総吾持ャ(雀華ヌ
防)特定施設入居者生活介護計画に従つたサービスの実施状況

q許軍堡評苧シ歩!ヽ 2よ▼デ命拶舞襴留ヂ拌了するまでに、少なくとも1回は、計画の実施状況の把握
⑤計画作成後は実施状況の把握を行い、必要に応じて計画の変更を行います。

日

常
生

活
上
の

世

話

食事の提供及び介助

余厩亀ぢ泳紀秀霜埼薯廊野探寮撓杷罷著し犯亀窃裂饗墓客甕震む肇堺Fじ
た栄養管理を行い、摂食・疎

食
食〒菟万蜃F鳥鏡餐撃i昼梨生火吾芯葺尻侯男2容言t宅暑窃想憲房を握絞し重事:食

事は普通食・軟

需冨を悟:孝1霞尋ξぞ斥甕怠与る三争含歯雪再多争忘「震S:3こと岳な祐i秩ヵ遅騒禄号:与狭零
拿をこと章点三會ζ二:子

モ丁霊尋寧P:〒きラ歩?>芽三シ雰ィと憲筆ラ挙σボ;1号;:ミテ〔::客株さ霙千】筆と翁景浄fi

入浴の提供及び介助

尋,令娩塞思替恋科R富堺ダ文港.ま署撰
t▼

尾昌仔「と余撚界含:途注愁弁9t獣念慇界場拶挺長C窒
拭

す。
月～土曜 (日 曜日を除く)の 間に一人週 3回程度、入浴していただきます。
〔入浴時間 13:00～ 17:00 (間 接介助、直接介助、全面介助有)〕

排泄介助
介助が必要な入居者には排泄介
は実費負担となります。

助 (ト イレ誘導、排泄の介助、おむつ交換等)随時行います。おむつ代

離床・着替え・整容等の日常
生活上の世話

①寝たきり防止のため、出来る限り離床に配慮します。
②生活リズムを考え、毎朝夕の着替えを行うよう配慮します。
③個人としての尊厳に配慮し、適切な整容が行われるよう援助をします。
身辺介助として、体位変換 (随時)、 居室からの移動、衣類の着脱、身だしなみ介助等、随時行いま
す。

移動・移乗介助 あ り

介助が必要な入居者に対して、室内の移動、車いすへ移乗の介助を行います。杖
又は歩行器で移動を介助 (直接介助有)、 車いすでの移動を介助 (全面介助有)

を随時行います。

服薬介助 あ り

介助が必要な入居者に対して、配剤された薬の確認、服薬のお手伝い、服薬の確
認を行います。医師の指示に従つて、看護職員が服薬管理を行います。
自主管理のできない入居者の薬は、健康管理室に施錠して保管します。
服薬にあたって薬を分別する際には、看護職員が個別の薬袋に入居者の名前を直
接記入する等の方法で、確実な服薬管理を行います。

機
能
訓
練

日常生活動作を通じた訓練 入居者の能力に応じて、食事、入浴、排泄、更衣などの日常生活動作を通じた訓練を行います。

レクリエーションを通じた訓練 入居者の能力に応じて、集団的に行うレクリエーションや歌唱、体操などを通じた訓練を行います。

器具等を使用した訓練 あ り
入居者の能力に応じて、機能訓練指導員が専門的知識に基づき、器械・器具等を
使用した訓練を行います。

そ

の
他

創作活動など あ り

入居者の選択に基づき、趣味・趣向に応じた創作活動等の場を提供します。
アクティビティ (イ ベント、趣味等の活動)

年間行事 (誕生会等)、 季節行事 (夏祭り等)、 趣味活動 (コ ーラス、書道
等)、 及び日常生活の中での活動 (菓子づくり等)を実施します。

健康管理

①看護職員により入居者の状況に応じて適切な措置を講じます。
②外部の医療機関に通院する場合はその介助について出来る限り配慮します。

写所掻梁堡色冨宇「奎宅訂叉き著公擢震紹禁暦燎で蜜學折著墨織資系森惚十原琵蒔儲最矯迄額答管書島
な検査や観察などのチェックを行い、異常が認められた場合には、協力医療機関の医師に報告し、指示

ζ民好惑苔ぁ蟹察晏擾鯵癬係翌乎F適
切な治療が受けられるよう、通院時の付き添いや、入院時の手続

相談及び援助 入居者とその家族からの相談に応じます。健康相談は随時承ります。

施設の利用に当たつての留意事項

外出又は外泊しようとするときは、その都度外出外泊先、用件、施設へ帰着する予定日時などを管理者
に届出てください。身上に関する重要な事項に変更が生じたときは、速やかに管理者に届け出てくださ
い。施設の秩序、風紀を乱し、又は安全衛生を害しないようにしてください。
入院等で長期不在になる場合は、事前に所定の様式で届け出てください。食費の精算や不在時の介護居
室の管理方法についてご相談させていただきます。

心身の状況の把握
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居宅介護支援事業者等との連携

施設における衛生管理等

Pr令藩蓮路捩暮錘控肇台F夏憲簿笙藍縁塁妖搭魯2黎證ま拿賛
その他の設備又は飲用に供する水につ

鼎港省藍肇をま写「

施設入居者生活介護事業所において感染症が発生し、又はまん延しないように必要

?全を言た「鸞控霧寝憲窪角を券稼拿手Pの
措置等|こついて、必要|こ応じて保健所の助言、指導を求め

従業者の禁止行為

従業者はサービスの提供に当たつて、次の行為は行いません。
①医療行為(ただし看護職員、機能訓練指導員が行う診療の補助行為を除く。)

②入居者又は家族の金銭、預貯金通帳、証書、書類などの預かり
③入居者又は家族からの金銭、物品、飲食の授受
④身体拘束その他利
やむを得ない場合を
⑤その他入居者又は

用者の行動を制限する行為 (入居者又は第二者等の生命や身体を保護するため緊急
除く)

家族等に対して行 う宗教活動、政治活動、営利活動、その他迷惑行為

サービスにあたっての留意事項

l①サ
無及

―ビスの提供に先立って、介護保険被保険者証に記載さ
び要介護認定の有効期間)を確認させていただきます。
かに当事業者にお知らせください。

れた内容 (被保険者資格、要介護認定の有
被保険者の住所などに変更があつた場合は

速や

②入居者が要介護認定を受けていない場合は、利用者の意思を踏まえて速やかに当該申請が行われるよ
う必要な援助を行います。また、居宅介護支援が入居者に対して行われていない等の場合であって、必
要と認められる場合は、要介護認定の更新の申請が、遅くとも入居者が受けている要介護認定の有効期
間が終了する30日 前にはなされるよう、必要な援助を行うものとします。

宮令屎蔑そど寄螢界嚢軍岳管驀を泥韻天督客鷲髯界墨算雷″語今婦蔦箸受往票談層孝慮貨寒と説酪予、宅しますので、ご確認いただくようお願いします。

写洗「犀そ罷禁矢ぜ琴笙議界黎罫魯「警許為局喜塞源念蚕計戻抗年書召な吾行婆施た1,f泳墾I苫念蕎
て変更することができます。

⑤ (介護予防)特定施設入居者生活介護従業者に対するサービス提供に関する具体的な指示や命令は、
すべて当事業者が行いますが、実際の提供にあたつては、入居者の心身の状況や意向に充分な配慮を行
います。

その他運営に関する重要事項
サービス向上のため職員に対し、初任者、人権、身体拘束、虐待、感染症、食中毒、事故・苦情対応、
認知症ケア、介護技術等の研修を実施しています。

短期利用特定施設入居者生活介護の提供 な し

特定施設入居者生活介護の加算の
対象となるサービスの体制の有無

個別機能訓練力日算 な し

夜間看護体制加算 あ り

医療機関連携加算 あ り

口l空衛生管理体制加算 あ り

退院・退所時連携加算 あ り

栄養スクリーニングカロ算 な し

生活機能向上連携加算 な し

若年性認知症入居者受入加算 な し

看取り介護加算 あ り

認知症専門
ケアカ日算

な し

サービス提供
体制強化加算 (Ⅲ ) あ り

介護職員処遇
改善カロ算

(I) あ り

介護職員等特定
処遇改善加算

(■ ) あ り

人員配置が手厚い介護サービスの
実施

あ り

(介護・看護職員の配置率 )

1.5 :  1 以 上
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(医療連携の内容)※ 治療費は自己負担

救急車の手配、入退院の付き添い、通院介助

その他の場合

協力医療機関

名 称 医療法人 山田誠クリニック(嘱託医)

住 所 大阪府枚方市船橋本町2丁 目52番地

診 療 科 目内科 胃腸科 リハビリテーション科

協 力 内 容

訪問診療、急変時の対応

(1)',属 託 医 の派 遣

② 年2回の定期健康診断
③ 協力医療機関の診療科目における入居者の受診、治療、ならび
に入院加療の支援
④ 緊急時その他、必要な場合のホームからの連絡への対応(診

断、治療を含む)

⑤ 専門医及び医療機関等の二次搬送先の紹介

その他の場合

名 称 医療法人りんどう会向山病院

住 所 大阪府枚方市招提元町 1丁 目36-6

診 療 科 目
内科、
ン科、

胃腸科、外科、整形外科、泌尿器科、脳外科、皮膚科、リハビリテーショ
放射線科

協 力 内 容

急変時の対応

① 協力医療機関の診療科目における八居者の受診、治療、ならび
に入院加療の支援
② 緊急時その他、必要な場合のホームからの連絡への対応(診

断、治療を含む)

③ 専門医及び医療機関等の二次搬送先の紹介

その他の場合

名 称 関西医科大学くずは病院

住 所 大阪府枚方市楠葉花園町 4番 1号

診 療 科 目
内科、
射線科

胃腸科、循環器科、外科、整形外科、脳神経外科、皮膚科、泌尿器科、放
、リハビツ秀―ション科

協 力 内 容

急変時の対応

① 協力医療機関の診療科目における入居者の受診、治療、ならび
に入院加療の支援
② 緊急時その他、必要な場合のホームからの連絡への対応(診

断、治療を含む)

③ 専門医及び医療機関等の二次搬送先の紹介

その他の場合

名 称 山本限科

住 所 大阪府枚方市東船橋 1-83 ヴィラージュ樟葉 lF
診 療 科 目 限科

協 力 内 容

急変時の対応

① 限科における入居者の受診、治療
② 入居者の眼科に関する症状悪化、
らの連絡への対応 (診断、治療を含む
③ 専門医および医療機関等の紹介

その他必要な場合のホームか
)

その他の場合

名 称 しげまつ耳鼻咽喉科医院

住 所 京都府人幡市男山長沢23-12

診 療 科 目耳鼻咽喉科、気管食道科

協 力 内 容

急変時の対応

その他の場合

① 耳鼻咽喉科における入居者の受診、治療
② 入居者の耳鼻咽喉科に関する症状悪化、その他必要な場合の
ホームからの連絡への対応 (診断、治療を含む)

⑥ 専門医および医療機関等の紹介

名 称 耳鼻咽喉科 岩井クリニック

住 所 大阪府枚方市東山1-49-12

診 療 科 目耳鼻咽喉科

協 力 内 容

急変時の対応

① 耳鼻咽喉科における入居者の受診、治療
② 入居者の耳鼻咽喉科に関する症状悪化、その他必要な場合の
ホームからの連絡への対応 (診断、治療を含む)

③ 専門医および医療機関等の紹介

その他の場合

名 称 医療法人きたの整形外科

住 所 大十例宵枚方市楠葉並木2丁 目18-1
診 療 科 目整形外科、リハビリテーション科、リウマチ科

協 力 内 容

急変時の対応

① 整形外科等における入居者の受診、治療
② 入居者の整形外科等に関する症状悪化、その他必要な場合の
ホームからの連絡への対応 (診断、治療を含む)

③ 専門医および医療機関等への紹介

その他の場合

6



協力医療機関

名 称 医療法人やしろ皮膚科

住 所 大阪府枚方市宇山町5-17
診 療 科 目皮膚科

協 力 内 容

急変時の対応

① 皮膚科における入居者の受診、治療
② 入居者の皮膚科に関する症状悪化、その他必要な場合のホーム
からの連絡への対応 (診断、治療を含む)

③ 専門医および医療機関等の紹介

その他の場合

名 称 ほりぐち皮ふ科クリニック

住 所 大阪府枚方市楠葉花園町11-3-204
診 療 科 目皮膚科

協 力 内 容

急変時の対応

① 皮膚科における入居者の受診、治療
② 入居者の皮膚科に関する症状悪化、その他必要な場合のホーム
からの連絡への対応 (診断、治療を含む)

③ 専門医および医療機関等の紹介

その他の場合

名 称 野村皮フ科

住 所 大阪府枚方市楠葉朝日3-6-34
診 療 科 目皮膚科

協 力 内 容

急変時の対応

① 皮膚科における八居者の受診、治療
② 入居者の皮膚科に関する症状悪化、その他必要な場合のホーム
からの連絡への対応 (診断、治療を含む)

③ 専門医および医療機関等の紹介

その他の場合

名 称 やまうちクリニック

住 所 大阪府枚方市町楠案 1-2-16
診 療 科 目精神科

協 力 内 容

訪問診療、急変時の対応

① 精神科における入居者の受診、治療
② 入居者の精神科に関する症状悪化、その他必要な場合のホーム
からの連絡への対応 (診断、治療を含む)

③ 専門医および医療機関等の紹介

その他の場合 :

協力歯科医療機関

名 称 辻阪歯科医院

住 所 大阪府枚方市北中振3-21-2

協 力 内 容

訪問診療、急変時の対応

① 歯科における八居者の受診、治斎
② 入居者の歯科に関する症状悪化、その他必要な場合のホームか
らの連絡への対応 (診断、治療を含む)

③ 専門医および医療機関等の紹介

その他の場合

名 称 医療法人おがわ歯科

住 所 大阪府枚方市東船橋 1-59

協 力 内 容

急変時の対応

① 歯科における入居者の受診、治療
② 入居者の歯科に関する症状悪化、その他必要な場合のホームか
らの連絡への対応 (診断、治療を含む)

③ 専門医および医療機関等の紹介

その他の場合

名 称 医療法人理祥会 やまもとファミリー歯科医院

住 所 京都府人幡市男山松里 18-1

協 力 内 容

訪問診療、急変時の対応

① 歯科における入居者の受診、治療
② 入居者の歯科に関する症状悪化、その他必要な場合のホームか
らの連絡への対応 (診断、治療を含む)

③ 専門医および医療機関等の紹介

その他の場合
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(入居後に居室を住み替える場合)【住み替えを行つていない場合は省略】

(入居に関する要件)

入居後に居室を住み替える場合
介護居室へ移る場合

その他の場合

判断基準の内容

「ローズライフくずは」では、全ての居室が介護居室となっており、入居後に要介護状態
の程度が変化した場合でも、原則として介護居室を変更していただく必要はありません。
ただし、入居者の心身の状況に著しい変化があつた場合は、介護居室の変更を行う場合が
あります。 (介護居室の面積、価格は全室同一です)

手続の内容

介護居室の変更の判断に際しては、あらかじめ下記の手続を行います。
① 一定の観察期間を設け、嘱託医の意見を聴く。
② 入居者、契約者又は身元引受人等の同意を得る。
③ 居室変更後の居室の概要、介護の内容、権利の変動、及び費用負担の増減等について
の説明を行 う。

追力口的費用の有無 な し 追加費用

居室利用権の取扱い 介護居室の変更を行った場合、従来の居室を利用する権利はなくなりますが、新たな介護
居室を利用する権利を有します。

前払金償却の調整の有無 な し 調整後の内容

従前の居室との仕様の変更

面積の増減 な し 変更の内容

便所の変更 な し 変更の内容

浴室の変更 な し 変更の内容

洗面所の変更 な し 変更の内容

台所の変更 な し 変更の内容

その他の変更 あ り 変更の内容 方角、階数

入居対象となる者 要支援、要介護

留意事項

〔入居基準〕
1.身体機能の低下または認知症等により、常時介護を必要とする概ね65歳以上の方
2 常時医療機関において治療をする必要のない方
3 他の入居者に伝染する疾患のない方
4 自傷他害の恐れのない方
5 健康保険に加入されている方
6 身元引受人を立てることのできる方
7 入居契約書に定めることを承認し、事業者の運営方針に賛同できる方

契約の解除の内容

①入居者が死亡したとき
②契約者、
・契約者か
約を解約す

又
ら
は事業者から解約
の解約契約者は、

した場合
事業者に対して、少なくとも30日 前に解約の申し入れを行うことにより、入居契

ることができます

事業主体から解約を求める場合
解約条項

哩墓孝言?霙据誓資.ま入居者が各号のいずれかに該当味 かつ、そ
のことが契約をこれ以上将来にわたって維持することが社会通念上
著しく困難と認められる場合には、予告期間をおいて入居契約を解
除することがあります。
① 入居申込書に虚偽の事項を記載する等の不正手段により入居し
た場合
② 契約書にもとづく金銭債務の支払いを正当な理由なく遅滞し、
文書による事業者の通知後も改善されない場合
③ 契約書の条項その他に正当な理由なく重大な違反をし、文書に
よる事業者の通知後も改善されない場合
④ 入居者の行動が、他の入居者・職員の生命に危害を及ぼすなど
の恐れがあり、通常の介護・接遇では防止できない場合、等
⑤ 入居者が目的施設では提供できない医療施設への恒常的な入院
入所を要する状態となるなど、目的施設において入居者に対する適
切なサービスの提供が困難であると、嘱託医の客観的な意見をもと
に合理的に判断される場合
⑥ 契約者または入居者が、自らまたは第二者をして、他の入居者
または従業員に対し、暴力的行為、詐術、脅迫的言動、著しく迷惑
を及ぼす言動、業務妨害行為、暴力的要求行為などを行い、または
合理的範囲を超える負担を請求した場合
⑦ 契約者または入居者が、暴力団関係者であることが判明した場
合

解約予告期間 3ヶ 月

入居者からの角子約予告期間 lヶ 月

体験入居 あ り 内容

利用期間
利用料

10日 以内とします。
1日 あたり9, 350円
(本体価格8, 500円 、消費税 850円 )

(1日 あたり)10:00～ 翌日10:00
おやつ料金を含みます。

利用時間
※ 3食・

入居定員 67人

その他
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5職員体制

(職種別の職員数 )

職員数 (実人数 )

常勤換算人数 兼務 している職種名及び人数合計

館長 1 1 1,0

生活相談員 2 2 2.0

直接処遇職員 56 53 3 54.4

49 46 3 47.4

7 7 0 7.0

機能訓練指導員 1 0 1 0,7

計画作成担当者 1 1 1,0

栄養士 委託

調理員 委 託

事務員 5 2 3 3.6

その他職員 11 3 8 6.7

1週間の うち、常勤の従業者が勤務すべき時間数 40時間

(職務内容 )

(資格を有している介護職員の人数)

管理者
管理者は、従業者及び実施状況の把握その他業務の管理を一元的に行 うとともに、
法令等において規定される指定 (介護予防)特定施設入居者生活介護の実施に関
し、事業所の従業者に対し遵守すべき事項について指揮命令を行います。

生活相談員
生活相談員は、入居者又はその家族に対し、その相談に適切に応じるとともに、入
居者の社会生活に必要な支援を行います。

直接処遇職員

介護職員は、入居者の心身の状況に応 じ、入居者の自立と日常生活の充実に資する
よう、適切な技術をもつて行います。

看護職員は、常に入居者の健康の状況に注意するとともに、健康保持のための適切
な措置を講ずるものとします。

機能訓練指導員
機能訓練指導員は、日常生活を営むのに必要な機能の減退を防止するための訓練を
行います。

計画作成担当者
計画作成担当者は、入居者又は家族の希望、入居者について把握された解決すべき
課題に基づき、他の特定施設従業者と協議の上、サービスの目標、サービスの内容
等を盛り込んだサービス計画を作成する。

栄養士 適切な栄養管理を行います。

調理員 食事の調理を行います。

事務員 介護給付費等の請求事務及び通信連絡事務等を行います。

その他職員 頁い物、営繕や送迎等を行います。

合 計
備 考

社会福祉士

介護福祉士 27 27

介護福祉士実務者研修修了者 11 10 1

介護職員初任者研修修了者 48 45 3

介護支援専門員
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(資格を有している機能訓練指導員の人数 )

(夜勤を行う看護・介護職員等の人数 )

(特定施設入居者生活介護等の提供体制 )

合計

看護師又は准看護師 1 1

理学療法士

作業療法士

言語聴覚士

柔道整復師

あん摩マ ッサージ指圧師

夜勤帯の設定時間 (21時～ 7時 )

平均人数 最少時人数 (宿直者 。休憩者等を除く)

看護職員 1 人
看護 。介護職員のいずれか 5人

介護職員 5 人

生活相談員 人 人

人 人

特定施設入居者生活介護
の利用者に対する看護・

介護職員の割合
(一般型特定施設以外の

場合、本欄は省略 )

契約上の職員配置比率 1.5:1以上

実際の配置比率

(記入日時点での利用者数 :常勤換算職員数)

1.1 1

外部サービス利用型特定施設で
ある有料老人ホームの介護サー
ビス提供体制 (外部サービス利
用型特定施設以外の場合、本欄
は省略 )

ホームの職員数

訪問介護事業所の名称

訪問看護事業所の名称

通所介護事業所の名称
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(職員の状況 )

管理者

他の職務との兼務 な し

業務に係 る
資格等

な し 資格等の名称

看護職員 介護職員 生活相談員 機能訓練指導員 計画作成担当者

常勤 非常勤 常勤 非常勤 常勤 非常勤 常勤 非常勤 常勤 非常勤

前年度 1年間の

採用者数
7

前年度 1年間の

退職者数
2 2

務 1年未満
の に

従
年以上

年未満

1

3

3
5
年以上

年未満

|こ

5年以上
10年未満

じ
た 10年以上

9 1

1 7

1 9 1

2 9 1 1

3 13 1 1 1

備 考

従業者の健康診断の実施状況 あ り
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6利用料金

(利用料金の支払い方法 )

居住の権利形態 利用権方式

利用料金の支払い方式

選択方式

選択方式の内容
※該当する方式を全て選択

入居前払金方式

月払い方式 (満年齢85歳時に、前払い金方式への変更が可能です)

年齢に応 じた金額設定 あり   85歳 以上の方は、入居前払金方式 と月払い方式から選択出来る。

要介護状態に応 じた金額設定 な し

入院等による不在時における利用
料金 (月 払い)の取扱い

あ り

内容 :  食費以外の家賃、管理費及び介護費はお支払いいただきます。

利用料金の改定

条件
費用の改定にあたっては、目的施設が所在する地域の自治体が発表する消費者物価指数お
よび人件費等を勘案して行います。

手続き
運営懇談会の意見を聞いたうえで改定するものとします。また、料金の価格改定にあたっ
ては、契約者または身元引受人へ事前に通知します。

(代表的な利用料金のプラン)

プラン 1(前払金方式 ) プラン2(月 払い方式)

入居者の状況
要介護度 要介護 1 要介護 1

年齢 入居時 85歳以上 入居時 65歳以上

居室の状況

部屋タイプ 介護居室個室 介護居室個室

床面積 16♂ 16ポ

トイ レ あ り あ り

洗 面 あ り あ り

浴 室 な し な し

台所 な し な し

収納 あ り あ り

入居時点で必要な費用
前仏金 (家賃、介 .・資サービス費等) 16,000,000円

敷金 300,000 円

額費用の合計

家賃相当額

特定施設入居者生活介護※の費用

費
サ

|

ビ
ス

費
用

介
護
保
[父

外

費

光熱水費

管理費

258,845 円 592,845 円

0円 334,000 円

19,145円 19,145円

71,100円 71,100円

65,700円 65,700 円

0円 0円

102,900円 102,900円

備考 介護保「父費用は入居者の所得等に応じて負担割合が変わります。
※介護予防・地域密着型の場合を含む。詳細は別添 3の とおりです。
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(利用料金の算定根拠等)

(特定施設入居者生活介護に関する利用料金の算定根拠)

前払金

入居前払金 (16,000,000円 )

目的施設の介護居室及び共用施設を利用するための費用です。 (家賃相当分)

土地建物賃借料、内装設備費、修繕維持費、諸税、借入金利息、管理事務費等を基礎と
し、想定居住期間を勘案 して算定しています。
入居前払金は、老人福祉法第 29条第 6項において受領が禁止されている権利金、または
対価性のない金品の受領に該当しません。
入居前払金の算定にあたっては、標準指導指針及び厚生労働省の事務連絡 (平成 24年 3
月 16日 付)で示された算式に基づき算定します。具体的な算定方法は、別途示します。

敷金

300,000 円

解約時の封応

本契約が終了した場合は、敷金を全額無利息で返還します。
ただし、月額利用料ならびに原状回復費用の未払い、その他の本
契約から生じる契約者の事業者に対する支払債務が存在する場合
は、当該債務の額を敷金から差し引くことがあります。

家賃相当額
※入居前払金に含みます。
目的施設の介護居室及び共用施設を利用するための費用です。土地建物賃借料、内装設備
費、修繕維持費、諸税、借入金利息、管理事務費等を基礎として算定しています。

介護費

※介護保険サービスの自己負担額は含みません。
介護保険の基準よりも手厚い職員配置のための費用です。当ホームでは、現在及び将来に
わたつて、要介護者等 1 5人 に対し、職員 1人以上 (週 40時間の常勤換算)の割合で
介護にあたります。これは介護保険における特定施設入居者生活介護の基準の2倍以上の
人数です。

食費

1日 3回の食事と1回のおやつを提供するための費用です。食材費、栄養士・調理員等厨
房関係人件費、厨房設備費、光熱水費、消耗品費を基礎として計算しています。
※欠食の届けがあつた場合は、欠食分の食費を減額し、精算します。

光熱水費 管理費に含みます。

管理費
管理人件費、光熱水費、消耗品費、通信費、健康管理費、車両維持費、外部業者委託費
(セ キュ,テ ィ、清掃)、 アクティビティ (イ ベント、趣味等の活動)の費用です。

介護保険外費用
「介護保険外費用」は、介護保険給付 (利用者負担額を含む)に よってカバーできない額
に充当するものです。

利用者の個別的な選択によるサー
ビス利用料

別添 2

その他のサー ビス利用料
入居者の個別的な選択による希望サービスについて
利用料 1,100円 (本体価格1,000円 、消費税100円 )

(30分毎/対応スタンフ1人の場合)

特定施設入居者生活介護※に対する自己負担 基本報酬、加算の利用者負担分。

利用者の個別的な選択によるサー ビス利用料 別添 2

特定施設入居者生活介護※における人員配置が手厚い場合
の介護サービス (上乗せサービス)

(上掲)

※ 介護予防・地域密着型の場合を含む。
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(前払金の受領)※前払金を受領していない場合は省略

想定居住期間 (償却年月数 ) 48ヶ 月

償却の開始 日 入居 日

想定居住期間を超えて契約が継続する場合に備えて受領する額 (初期
償却額)

3,200,000円

初期償却率 (%) 20%

返還金の算定方法

入居後 3月 以内の契約終了

入居日から3ヶ 月以内に、契約者からの解約の申
し出、または入居者の死亡により契約が終了した
場合には、受領済みの入居前払金ならびに月額利
用料を全額無利息で返還します。但し、入居日か
ら契約終了日までについて 1日 あたりの施設利用
料、管理費、介護保険の利用者負担額、原状回復
費用等の実費についてはお支払いいただきます。

入居後 3月 を超えた契約終了

前払金のうち、20%を除いた額を、48ヶ 月 (4

年)の償却期間で均等償却し、解約時の返還金を
計算します。なお、返還金の算出に際しては、入
居期間起算日および契約終了日が属する月は、
lヶ 月に満たない期間について、lヶ 月を30日 と
して日割計算した額とし、また返還金は無利′息と
します。

・ 前払金償却期間内の場合
前払金×80%× (48ヶ 月―経過月数)■ 48ヶ 月

・ 前払金償却期間を超える場合
返還金はありません。
前払金の追加徴収は行いません。

前十ム金の保全先
5 全国有料老人ホーム協会
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7入居者の状況

(入居者の人数)

年齢別

65歳未満 0人

65歳以上 75歳未満 1人

75歳以上 85歳未満 5  人

85歳以上 44 人

要介護度別

自立 0人

要支援 1 7人

要支援 2 7  人

要介護 1 14人

要介護 2 4人

要介護 3 8人

要介護 4 5人

要介護 5 5人

入居期間別

6か月未満 4人

6か月以上 1年未満 1人

1年以上 5年未満 25 人

5年以上 10年未満 14  人

10年以上 6人

喀痰吸引の必要な人/経管栄養の必要な人 2人  /  1人
入居者数 50人

(入居者の属性 )

(前年度における退去者の状況)

性丹町 男性 8人 女性 42人

男女比率 男性 16% 女性 84%
入居率 74.6%% 平均年齢 90.4歳 平均要介護度 2.5

退去先別の人数

自宅等 1人

社会福祉施設 1人

医療機関 2 人

死亡者 8人

その他 0人

生前解約の状況

施設側の申し出

0人

(解約事由の例)

入居者側の申し出

1人

(解約事由の例 )

社会福祉施設へ転居。
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8苦情 L事故等に関する体制

(利用者からの苦情・虐待に対する窓口等の状況)

(サービスの提供により賠償すべき事故が発生したときの対応)

窓国の名称 (設置者) ローズライフくずは フロン ト(館長 )

電話番号 / FAX 072-867-0321 //       072-867-0327

対応 している時間

平 日 9 :00-18 :00

土曜 9:00-18:00

日曜・祝 E 9 : 00-18 : 00

定休 日 征

窓 日の名称 (担 当者 ) かんでんライフサポー ト株式会社 苦情相談窓口(企画管理部長 )

電話番号 / FAX 072-868-0321 //       072-868-0324

紺応 している時間 平 日 9 : 00-18 : 00

定休 日 土・ 日・祝 日

窓 日の名称 公益社団法人全国有料老人ホーム協会 苦情処理委員会

電話番号 03-3272-3781

対応 している時間 平 日 10:00-16:00

定休 日 土・ 日・祝 日

窓口の名称 (苦情の場合) 枚方市健康福祉部 健康寿命推進室 長寿・介護保険課

電話番号 / FAX 072-841-1460/072-844-0315

姑応 している時間 平 日 9:00-17:30

定休 日 土 。日・祝 日

窓口の名称 (事故の場合 ) 枚方市健康福祉都福祉指導監査課

電話番号 / FAX 072-841-1468/072-841-1322

対応 している時間 平 日 9 :00-17 : 30

定休 日 土・ 日・祝 日

窓口の名称 (虐待の場合) 枚方市健康福祉部 福祉事務所 健康福祉総合相談課

電話番号 / FAX 072-841-1401/072-841-5711

対応 している時間 平 日 9:00-17:30

定休 日 土・ 日・祝 日

窓日の名称 大阪府国民健康保険団体連合会

電話番号 06-6949-5418

対応 している時間 平 日 9 :00-17 :00

定休 日 土・ 日・祝 日

損害賠償責任保険の加入状況

加入先 全国有料老人ホーム協会等の損害賠償責任保険

加入内容

火災保険、賠償責任保険 (介護総合)、 施設賠償責任
保 [父、生産物賠償責任保険、有料老人ホーム損害賠
償責任保険に加入しており、サービス提供上の事故
により入居者の生命・身体・財産に損害が発生した
場合、不可抗力による場合を除き賠償されます。

その他

賠償すべき事故が発生したときの対
応

苦情・事故マニュアルに基づく
(介護イ呆険サービス・介護保険外サービス)

事故対応及びその予防のための指針 あ り
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(利用者等の意見を把握する体制、第二者による評価の実施状況等)

9入居希望者への事前の情報開示

利用者アンケー ト調査、
意見箱等利用者の意見等
を把握する取組の状況

あ り

あ りの場合 アンケー ト調査実施及び意見箱の設置

2022年 3月 1日

あ り

開示の方法 運営懇談会で報告9後
日、議事録を配布。

第二者による評価の実施状況 あ り

ありの場合

実施 日 2012年 2月 24日

評価機関名称
公益社団法人全国有料老人ホーム協会

有料老人ホームサービス評価プログラム
(機関名 :株式会社ぎょうせい総合研究所)

結果の開示
な し

開示の方法

入居契約書の雛形 入居希望者に公開・入居希望者に交付

重要事項説明書の雛形 入居希望者に公開・入居希望者に交付

管理規程 入居希望者に公開・入居希望者に交付

事業収支計画書 入居希望者に公開・入居希望者に交付

財務諸表の要旨 入居希望者に公開 。入居希望者に交付

財務諸表の原本 入居希望者に公開・入居希望者に交付
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10その他

運営懇談会 あ り

あ りの場合

開催頻度 年   2   回

入居者、契約者又は身元引受人等 (成年後見制度に基づく後
見人等を含みます。)及び館長以下ホームの役職員 (生活サ
ポー トグループ責任者、サービス推進グループ責任者、ホー
ムサービスグループ責任者、フロア責任者等)に より構成 さ構成員

ます。必要に応 じて、第二者的立場にある学識経験者、民
員等、又は事業者の苦情相談窓口責任者を構成メンパー

とします。

なしの場合の代
替措置の内容

提携ホームヘの移行 な し
ありの場合の提
携ホーム名

個人情報の保護

ほ全甚薯倦Fttg審変 lξ嬰広象駿宿侶灸稽祭尼B孫モ 「個人情報の保護に関す
る法律」及び厚生労働省が策定した 「医療・介護関係事業者における個人情報
の適切な取 り扱いのためのガイダンス」を遵守し適切なヨ文り扱いに努めるもの
とします。
②事業者及び事業者の使用する者 (以下 「従業者」という。)は、サービス提
供をする上で知 り得た入居者又はその家族の秘密を正当な理由なく、第二者に
漏 らしません。
③また、この秘密を保持する義務は、サービス提供契約が終了した後において
も継続 します。
④事業者は、従業者に、業務上知 り得た入居者又はその家族の秘密を保持させ
るため、従業者である期間及び従業者でなくなつた後においても、その秘密を
保持するべき旨を、従業者 との雇用契約の内容とします。
【個人情報の保護について】

①事業者は、入居者から予め文書で同意を得ない限り、サービス担当者会議等
において、入居者の個人情報を用いません。また、入居者の家族の個人情報に
ついても予め文書で同意を得ない限り、サービス担当者会議等で入居者の家族
の個人情報を用いません。
②事業者は、入居者又はその家族に関する個人情報が含まれる記録物 (紙によ
るものの他、電磁的記録を含む。)については、善良な管理者の注意をもつて
管理 し、また処分の際にも第二者への漏洩を防止するものとします。
③事業者が管理する情報については、入居者の求めに応 じてその内容を開示す
ることとし、開示の結果、情報の訂正、追加または削除を求められた場合は、
遅滞なく調査を行い、利用目的の達成に必要な範囲内で訂正等を行 うものとし
ます。 (開示に際して複写料などが必要な場合は入居者の負担となります。)

緊急時等における姑応方法

サービス提供中に、入居者に病状の急変が生じた場合その他必要な場合は、速
やかに主治の医師への連絡を行 う等の必要な措置を講じるとともに、入居者が
予め指定する連絡先にも連絡 します。

【家族等緊急連絡先】
氏  名
住  所
電話番号
携帯電話
勤 務 先

続柄

【主治医】
医療機関名
氏  名
電話番号

サー ビス提供に関する記録

① (介護予防)特定施設入居者生活介護を提供した際には、提供 した具体的な
サービス内容等の記録を行 うこととし、その記録はサービスを提供 した日から5

年間保存 します。
②入居者は、事業者に対 して保存されるサービス提供記録の閲覧及び複写物の
交付を請求することができます。

大阪府福祉のまちづくり条
例に定める基準の適合性

適合
不適合の場合
の内容
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あ り

合致 しない事項が
ある場合の内容

中廊下の幅が基準値の 2,7m未 満であるためサロンを旋回場所 として活用する。

「7.既存建築物
等の活用の場合等
の特例」への適合
性

代替措置
等の内容

有料老人ホーム設置
導指針 「規模及び構
」に合致 しない事項

指

合致 しない事項が
ある場合の入居者
への説明

入居契約時に説明する。

な し

合致しない事項の
内容

代替措置等の内容

記項 目以外で合致しない

合致しない事項が
ある場合の入居者
への説明

添付書類 :別添 1(事業主体が枚方市で実施する他の介護サービス)

別添 2(有料老人ホーム・サービス付き高齢者向け住宅が提供するサービスの一覧表)

別添 3(特定施設入居者生活介護等に関する利用料金表)
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上記の重要事項説明書の内容について、 「枚方市有料老人ホーム設置運営指導指針」、「枚方市指定居宅
サービス事業者の指定並びに指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準を定める条例 (平
成25年枚方市条例第48号)」 第222条又は244条、 「枚方市指定介護予防サービス事業者の指定並びに指定介護
予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防サービス等に係る介護予防のための効果的な
支援の方法に関する基準を定める条例 (平成25年枚方市条例第49号 )」 第208条又は232条 の規定に基づき、入
居者、入居者代理人に説明を行いました。

説明年月 日 :      年    月    日

法 人 名  :ALSOKラ イフサポー ト株式会社

代表者氏名 :取締役社長 稲村 泰仲

事 業 所 名 :ロ ーズライフくずは

説明者氏名 :

上記の重要事項の内容、並びに医療サービス等、その他のサービス及びその提供事業者を自由に選択できる
ことについて、事業者より説明を受け、内容について同意し、重要事項説明書の交付を受けました。

(入居者)

住  所

氏  名 Fロ

(入居者代理人)

住  所  :

氏  名 印

FP

印

20



(別添1)事業主体が枚方市で実施する他の介護サービス

介護保険サー ビスの種類 事業所の名称 所在地

<居宅サー ビス>

訪問介護 あ り
ALSOKラ イフサポー ト
くずはケア

大阪府枚方市楠葉花園町
14-1

訪問入浴介護 あ り
ライフサポー ト 大阪府枚方市楠葉花園町

14-1くずはケア

訪問看護
ライフサポー ト 大阪府枚方市楠葉花園町

14-1
あ り くずはケア

ステーション

訪問 リハ ビジテーション な し

居宅療養管理指導 な し

通所介護
ALSOKラ イフサポー ト 大阪府枚方市堂山

3-11-1
あ り 堂山公園デイサービスセ

ンター

通所 リハ ビジテーション な し

短期入所生活介護 な し

短期入所療養介護 な し

特定施設入居者生活介護 な し

祉用具貸与 あ り
ALSOKラ イフサポート
くずはケア

大阪府枚方市楠葉花園町
14-1

特定福祉用具販売 あ り
ライフサポー ト 大阪府枚方市楠葉花園町

14-1くずはケア

<地域密着型サービス>

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 な し

夜間対応型訪問介護 な し

地域密着型通所介護 な し

認知症対応型通所介護 な し

小規模多機能型居宅介護 な し

認知症対応型共同生活介護 な し

地域密着型特定施設入居者生活介護 な し

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 な し

看護小規模多機能型居宅介護 な し

居宅介護支援 あ り
ALSOKラ イフサポート
くずはケア

大阪府枚方市楠葉花園町
14-1



<居宅介護予防サー ビス>

介護予防訪問入浴介護 あ り
ライフサポー ト 大阪府枚方市楠葉花園町

14-1くずはケア

予防訪問看護
ライフサポー ト 大阪府枚方市楠葉花園町

14-1
あ り くずはケア

テーション

介護予防訪問リハビリテーション な し

介護予防居宅療養管理指導
イフサポー ト 大阪府枚方市楠葉花園町

14-1
あ り くずはケア

テーション

介護予防通所 リハビリテーション な し

介護予防短期入所生活介護 な し

介護予防短期入所療養介護 な し

介護予防特定施設入居者生活介護 な し

介護予防福祉用具貸与 あ り
ライフサポー ト 大阪府枚方市楠葉花園町

14-1くずはケア

特定介護予防福祉用具販売 あ り
ライフサポー ト 大阪府枚方市楠葉花園町

14-1くずはケア

<第 1号事業>

予防訪問事業 あ り
イフサポー ト 大阪府枚方市楠葉花園町

14-1くずはケア

予防通所事業
イフサポー ト 大阪府枚方市堂山

3-11-1
あ り 堂山公園デイサービスセ

ンター

<地域密着型介護予防サービス>

介護予防認知症対応型通所介護 な し

介護予防小規模多機能型居宅介護 な し

介護予防認知症対応型共同生活介護 な し

介護予防支援 な し

<介護保険施設>

介護老人福祉施設 な し

介護老人保健施設 な し

介護療養型医療施設 な し

介護医療院 な し



(別添2) 有料を人ホーム・サービス付き高齢者向け住宅が提供するサービスの一覧表

利用者の所得等に応して負担割合が変わる(1割又は2割の利用者負担 )。 ケアプランに定められた回数を超える分は介護保険外サービス。
「あり」を選択したときは、各種サービスの費用が、月額のサービス費用に含まれる場合と、サービス利用の都度払いによる場合に応して、1回 当たりの金額など単位を明確にして入力する。

備 考

協力医療機 関以外への付添介助は実費負担

ドライク リーニングは専門業者への取次ぎにつき実費負担。

特別食や外食の費用は実費負担

ホーム指定 日(週 1回 )以外の代行は別途費用負担

ホーム指定 日(月 1回 )以外の代行は別途費用負担

小日現金管理の委託は可能。事務諸経費は実費負担

30分又は5kmを 超える医療機関への移送は実費負担

30分又は5kmを超える医療機関への同行は実費負担

30分又は5k mを超 える医療機関への洗濯物交換・買物代行は実費負担

30分又は5k mを超える医療機関への訪問は実費負担

個別の利用料で実施するサービス

1料令 ※

`″

単泳み

月額利用料 に含む

月額利用料に含む

実費負担。

週 3回までは月額利用料に含む

週 3回までは月額利用料に含む

月額利用料 に含む

月額利用料に含む

月額利用料に合む

月額利用料に合む

月額利用料に含む

月額利用料に含む

月額利用料 に含む

月額利用料 に含む

おやつ 130円 (食費に含まれます )

実費負担。

月額利用料に含む

月額利用料に合む

月額利用料に含む

月額利用料 に含む

月額利用料に含む

月額利用料 に含む

月額利用料 に含む

月額利用料に含む

月額利用料に含む (30分又は5k m以内の医療機関への移送)

月額利用料に合む (30分又は5k m以内の医療機関への移送)

月額利用料に言む

(30分又は5k m以内の医療機 関に入院中の場合、週 1回 程度
訪関 し、洗濯物交換、買物代行 を行 う)

月額利用希イに含む

(30分又は5k m以内の医療機 関に入院中の場合、週1回程度
訪問す る。 )

あ り

あ り

あ り

あ り

あ り

あ り

あ り

あ り

あ り

あ り

あ り

あ り

あ り

あ り

あ り

あ り

あ り

あ り

あ り

あ り

あ り

あ り

あ り

あ り

あ り

あ り

あ り

食事介助

排せつ介助・おむつ交換

おむつ代

入浴 (一般浴)介 助・清拭

特浴介助

身辺介助 (移動・着替え等)

機能訓練

通院介助

居室清掃

サネン交換

日常の洗濯

居室配膳・下膳

入居者の嗜好に応じた特別な食事

おやつ

理美容師による理美容サービス

買い物代行

役所手続代行

金銭・貯金管理

定期健康診断

健康相談

生活指導・栄養指導

服薬支援

生活 ,ズムの記録 (づ F便・睡眠等)

移送サービス

入退院時の同行

入院中の洗濯物交換・買い物

入院中の見舞い訪問

介
護
サ
ー

ビ

ス

生
活
サ
ー

ビ
ス

健
康
管
理
サ
ー

ビ
ス

入
退
院
の
サ
ー

ビ

ス

※1

※2



(別 添3)特定施設入居者生活介護等に関する利用料金表 (地域区分別の単価(5級地10.45日 )を含んでいます。)

【令 和 3年(2021年 う4月 1日 現 在 】

① 介護報酬額の自己負担基準表(介護保険報酬額のうち利用者負担額に応じた額を負担していただきます。)

す。

※令和3年9月 30日 までの間は基本報酬に係る経過措置により、経過措置に規定される所定単位数の1001/1000に相当する単位数を算定します。

【要件を満たす場合、上記の基本部分に以下の料金が加算されます。】

00となりま

単位 利用料
自己負担分

(1割負担の場合)

自己負担分
(2割負担の場合)

自己負担分
(3害Ⅲ負担の場合)

要支援 1 182 1,901円 191円 381円 571円

要支援2 311 3.249円 325円 650円 975円

要介護 1 538 5.622円 563円 1,125円 1,687円

要介護2 604 6.311円 632円 1,263円 1,894円

要介護3 674 7,043円 705円 1,409円 2,113円

要介護4 738 7,712円 772円 1,343円 2,314円

要介護5 807 8,433円 844円 1,687円 2,530円

単位 利用料
自己負担分

(1割負担の場合)

自己負担分
(2割負担の場合)

自己負担分
(3割負担の場合)

算定回数等

入居継続支援加算(I)(★ ) 36 376円 38円 76円 113円

1日 につき
入居継続支援加算 (Ⅱ )(★ ) 22 229円 23円 46円 69円

生活機能向上連携加算(I) 100 1,045円 105円 209円 314円
1月 につき(原則3月
に1回を限度)

生活機能向上連携加算(I) 200 2,090円 209円 418円 627円

司月につき(1回 別機罷
●』ll練加算を算定の場
合は(I)で はなく(■ )

を算定、
r■ 、「ょ1

この場合の
nri出 希 ヽ

個別機能訓練加算(1) 12 125円 13円 25円 38円

1日 につき
個別機能訓練加算(Ⅱ ) 20 209円 21円 42円 63円

ADL維持等加算(I)(★ ) 30 313円 32円 63円 94円

1月 につき
ADL維持等加算(IX★ ) 60 627円 63円 126円 189円

夜問看離体制加算(★ ) 10 104円 11円 21円 32円 司日につき

若年性認知症入居者受入加
算

120 1,254円 126円 251円 377円 1日 につき

医療機関連携加算 80 836円 84円 168円 251円 1月 につき

口腔衛生管理体制加算 30 313円 32円 63円 94円 1回につき

日腔・栄養スクリーニング加
算

20 209円 21円 42円 63円 1日 につき

科学的介護推進体制加算 40 418円 42円 84円 126円 呵日につき

退院・退所時連携加算(★ ) 30 313円 32円 63円 94円 ¬日につき

看取り介護加算(I)(★ )

72 752円 76円 151円 226円
1日 につき(死亡日以
前31日 以上45日 以下)

144 1,504円 151円 301円 452円
1日 につき(死亡日以
前4日 以上30日 以下)

680 7,106円 711円 1,422円 2,132円
1日 につき(死亡日の
前日及び前々日)

1,280 13,376円 1,338円 21676円 4,013円 1日 につきく死亡日)

看取り介護加算(IX★ )

572 5,977円 598円 1,196円 1,794円
1日 につき(死亡日以
前31日 以上45日 以下)

644 6,729円 673円 1,346円 2,019円
1日 につき(死亡日以
前4日 以上30日 以下)

1,180 12,331円 1,234円 2,467円 3,700円
1日 につき(死亡日の
前日及び前々日)

1,780 18,601円 1,861円 3,721円 5,581円 1日 につき(死亡日)



認知症専門ケア加算(I) 3 31円 4円 7円 10円

1日 につき
認知症専門ケア加算(I) 4 41円 5円 9円 13円

サービス提供体制強化加算
(I) 22 229円 23円 46円 69円

司日につき
サービス提供体制強化加算

(I) 18 188円 19円 38円 57円

サービス提供体制強化加算
(Ⅲ )

6 62円 7円 13円 19円

介護職員処遇改善加算(I) 所定単位数の
82/1000

左記の単位数
X地域区分

左記の1割 左記の2割 左記の3割

基本サービス費に各
種加算減算を加えた
総単位数(所定単位

数)

介離職員処遇改善加算(I) 所定単位数の
60/1000

介護職員処遇改善加算(Ш )
所定単位数の

33/1000

介護職員等特定処遇改善加算
(I)

所定単位数の
18/1000

左記の単位数
X地域区分

左記の1割 左記の2割 左記の3割

墨不サービス資に各
種加算減算を加えた
総単位数(所定単位
数)

※介騒職員処遇改善
加算を除(

介護職員等特定処遇改善加算
(Ⅱ )

所定単位数の
12/1000

※(★)は要介護のみ。

② 要支援・要介護別介護報酬と自己負担額見積もり

介護報酬 要支援1 要支援2

自己負担

(1割の場合 ) 6.580円 11,009円

(2割 の場合 ) 13,159円 22,018円

(3割 の場合 ) 19,738用 33,027円

介護報酬 要介騒 1 要介護2 要介離3 要介護4 要介離5

自己負担

(1害Iの 場合 ) 19,145円 21,411円 23,814円 26,011円 28,381円

(2割 の場合 ) 38,289円 42,822円 47.627円 521022円 56,761円

(3割 の場合 ) 57,434円 641233円 71,441円 78,033円 85,141円

※上記の介護保険利用者負担額は、医療機関連携加算、介護職員処遇改善加算、特定介護職員処遇改善加算、サービス提供体制強化加算、夜問看護体制加算
(特定施設入居者生活介護サービスをご利用の方のみ)、 口腔衛生管理体制加算を含み、月間の利用日数が30日の場合の目安です。(〕F課税)また、上記金額に
加えて別途、退院・退所時連携加算、看取り介護加算の加算額が必要な場合があります。介護保険利用者負担額は、実際の利用日数分をお支払いいただきます。

※(利用料について、事業者が法定代理受領を行わない場合)上記に係る利用料は、全額をいつたんお支払いいただきます。この場合、「サービス提供証明喜」を交
付しますので、「領収喜」を添えてお住まいの市町村に居宅介護サービス費等の支給(利用者負担額を除く)申 請を行つてください。

③加算の概要

・夜間看護体制加算【要支援は除く】

夜間看護体制加算は、看護に係る責任者を定め、看護職員又は病院等との連携により、利用者に対して24時間連絡できる体制と必要に応じて健康上
の管理等を行う体制を確保している場合に算定します。
なお、重度化した場合における対応に係る指針を定め、入居の際に、利用者又はその家族等に対して指針の内容を説明し、同意を得ます。

・医療機関連携加算

医療機関連携加算は、当事業所の看護職員が利用者ごとに健康状態の状況を継続的に記録し、協力医療機関や主治医に対して利用者の健康状況
について、月に1回以上情報提供している場合に算定します。

・口腔衛生管理体制加算

口腔衛生管理体制加算は、当事業所の介護職員が歯科医師又は歯科医師の指示を受けた歯科衛生士から口腔ケアに係る技術的助言及び指導を
月1回以上受けている場合に算定します。

・退院・退所時連携加算【要支援は除く】

退院・退所時連携加算は、病院、診療所、介護老人保健施設又は介護医療院から当事業所に入居した場合に、入居した日から30日 以内の期間につ
いて算定します。

・看取り介護加算【要支援は除く】

看取り介護加算は、看取りに関する指針を定め、医師が一般的な医学的見地に基づき回復の見込みがないと診断した利用者に対して、多職種共同に
て介護に係る計画を作成し、利用者又は家族の同意のもと、入所者がその人らしく生き、その人らしい最期を迎えられるように支援した場合に算定しま
す。

・サービス提供体制強化加算

サービス提供体制強化加算は、厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして枚方市に届け出た施設が、利用者に対して特定施設入居者生
活介護を行つた場合に算定します。

・介護職員等特定処遇改善加算及び介護職員処遇改善加算

介護職員等特定処遇改善加算及び介護職員処遇改善加算は、介護職員等の処遇を改善するために賃金改善や資質の向上等の取り組みを行う事業
所に認められる加算です。介護職員等特定処遇改善加算及び介護職員処遇改善加算は、区分支給限度基準額の対象外となります。


